日本版 CCRC 構想に伴う介護移住を視点とした墓所管理の課題 by 佐々木 隆夫 & Takao SASAKI
163
日本版 CCRC 構想に伴う介護移住を視点とした墓所管理の課題『長崎国際大学論叢』　第１７巻　２０１７年３月　１６３頁～１７４頁
研究ノート 
日本版 CCRC 構想に伴う介護移住を視点とした墓所管理の課題
佐々木 隆 夫
（長崎国際大学 人間社会学部 社会福祉学科）
The Problems about the Management of the Grave, Concerned with 
the Move for Nursing Care in Japan Edition CCRC
Takao SASAKI
（Department of Social Work, Faculty of Human and Social Studies
Nagasaki International University）
Abstract
The purpose of move for nursing in Japan edition CCRC has a target, means move for nursing 
care in retired-elders.　Therefore, every elders are capable to live any favorite lands, but that CCRC 
does not argue the ancestor’s grave.　The grave is managed on the family of the deceased who are 
offspring.　In addition, Japan edition CCRC does not concern that the family of deceased does not 
visit the ancestor’s grave, or does not pay administrative expense of that grave.
Danka, who are supporters of the temple among the Edo era, are not functioning any more, or 
it began the system of permanent-service-grave from Meiji era.　However, by the modern problem, 
for example, the decreasing birthrate and aging population and the trend toward the nuclear family, 
the system of permanent-service-grave is not functioning any more today.
The author concluded that if the cemetery is one of the social resources, it is difficult for man-
agement in the grave, concerned with the move for nursing care.　And, the author proposed that 
the problems are solved by Kaiso, means move the remains to another grave, or using some agent 
services, which visit and manage the grave.
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要　旨
日本版 CCRC 構想に伴う介護移住では、定年後の高齢者を対象とした移住が目的となっている。その
ため、高齢者は自らが気に入った土地に移住することができるが、一族の墓（永代墓）について言及は
ない。つまり墓に関しては、移住する家族（遺族）の管理が永続的に続くことになる。踏み込んでいえ
ば、高齢者が移住したとしても墓参や墓所管理は遺族負担であり、墓参をしないことに伴って墓所が荒
れることや、管理費が払えないことには日本版 CCRC 構想では関知していない。
江戸時代からの檀家制度が薄れ、特に明治時代以降で永代墓が新たに寺院や公園墓地で運用されてい
くことになるが、少子高齢化の進行、核家族化の進展に伴って永代墓であっても墓参や墓所管理が困難
になっている現状がある。
本稿では、墓地を１つの社会資源として捉え、永代墓の管理が移住後に難しくなることを課題として
示した。その上で、永代墓の管理について改葬や墓参代行サービスの活用によって課題解決への道筋が
できることを論じている。
キーワード
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１　問題の所在
団塊の世代が後期高齢者になる２０２５年問題に
端を発し、今後その世代が要介護状態になって
いくことが数値的に予想できる昨今では、介護
マンパワー不足についても考慮する必要が出て
くる。特に、核家族化が進んでいる東京や大阪
といった大都市では介護マンパワー不足の影響
で、加齢に伴う能力低下や認知症等の理由によ
り施設入所を希望しても、早急に入所すること
ができないし、居宅領域においても現在のよう
なサービス量が確保できるとも限らない。もち
ろん、現時点でも大都市部においては各種サー
ビスが十分に足りているとは必ずしも言えない
状況であるが、マンパワー不足が予想される将
来では、一層のサービス不足を考えることがで
きる。
民間シンクタンクの提言では、日本版 CCRC
（Continuing Care Retirement Community）
構想が提示されており、介護マンパワー不足を
解消するために介護移住が望ましいと示された。
当該構想は大都市を基準として考えた場合、比
較的、介護マンパワーに余裕がある地方都市へ
高齢者に移住してもらうことで、大都市におけ
る介護サービスが円滑に機能するようになると
されている。加えて、昨今の地方創生を考えた
場合、人口減に悩み、自治体自体が維持できな
い状況に追い込まれつつある地方都市が、大都
市から高齢者を受け入れることにより、一時的
にではあるが人口が増えることで地方経済が活
性化することも考えられる１）。補足すると、CCRC 
にある介護移住は、高齢者が要介護状態になっ
てから移住するのではなく、定年後の介護が必
要ではない状態で、自由意思に基づいて、移住
することが想定されており、移住した「元気な
高齢者」同士が、相互にまた移住した地域と関
係を深めていくことが重要である。
この CCRC 構想は、元来はアメリカ合衆国で
提唱されており、同国ではすでに展開されてい
る。抄すれば、郊外都市に移住をして新たな地
域を創り、移住者同士で交流をしあうといった、
日本版 CCRC と類似する事業展開である。な
お、アメリカ合衆国では CCRC の他に AARC
（Active Adults Retirement Community）があ
り、雑駁な分類をすれば、CCRC には介護移住
棟があり、AARC には介護移住棟が無いといっ
た区分となっている。内容としては、両者とも
にゴルフやパーティ等を通じた交流があり、い
わゆるシルバータウンが形成されている２）。現
時点の日本では、CCRC という用語に統一して
いるが、将来的な介護ニーズを考えれば妥当な
用語選択といえる。
介護行為および介護サービスは、例えば、介
護保険サービスは「介護の社会化」を標榜して
きた経緯があるため、現代の日本では一般的と
なりつつある。その中で、CCRC 構想に伴う介
護移住は、大都市における介護マンパワーの不
足を地方で対処し、地方の活性化につなげる概
念を含めると、大都市に居住している者が地方
に介護目的で移住することになる。その結果、
地方都市では人口が増加し、地域が活性化する
との考えである。いわば大都市において、介護
マンパワーの不足から介護を必要とする人に介
護サービスを提供しないというよりもむしろ介
護サービスを提供することができないことにな
る。その場合、人間の自己実現の欲求のみなら
ず生理的欲求をカバーすることはできないこと
を指摘したい。したがって、介護が実践しやす
い地方都市で実践するという方針は、大都市に
おける人口加重の面からの選択肢の１つである。
加えて要支援、要介護状態になる前から移住を
進めることで、移住した地域で、新たな地域同
士のつながりを構築することができるし、現在
の日本で提唱され、実践途中の「地域包括ケア
システム」とも、インフォーマルな領域を司る
内容と CCRC 構想に伴う介護移住について齟齬
はない。したがって、CCRC 構想に伴う介護移
住に関しては、政策論や実践領域で、民間シン
クタンクの提言を含め、今後も展開していくこ
とが予想できる。
将来的な介護ニーズと上述したが、ここで加
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齢に伴う「死」について考えてみたい。人間の
みならず全ての生物は、現世に生を受けた以上、
死を迎えることは不可避である。人間に話題を
戻し、仏教用語を用いるのであれば、「四苦（生
老病死）」は、自らがコントロールすることが
できる領域ではない。つまり、四苦にある「老」
および「死」は、「加齢による能力の低下」が
高齢期には該当し、最終的には「死」を迎える
ことになる。その２つの苦は、高齢期を媒介と
すると大多数で連続しており、連続の過程で
「介護」という行為が含まれることになる。加
えて「病」に関しても、加齢に伴い能力低下す
ることで、身体的（特に外科、内科）および精
神的に疾病が発生しやすい状況となる。したがっ
て広義でみれば高齢期の「老病死」は、一連の
過程とも捉えられる。
２　研究の目的
上述の「問題の所在」末部で述べたように、
高齢期における介護が老病死と密接にかかわっ
ていることを踏まえて、本稿における研究の目
的を焦点化していきたい。つまり介護サービス
は介護が必要な状況の者（要介護者および要支
援者）が、必要なサービスを選択して事業展開
されているため、介護が必要でなくなれば、圧
倒的大多数の場合では利用者が死を迎えた場合
となるが、介護が終結することになる。補足を
すれば CCRC に伴う介護移住を問わず、介護
前、介護中と政策やサービス実践（例えば、老
人憩の家や訪問介護サービス）が提供されてき
ていても、死を迎えた場合、そこでサービスは
停止する。
死を迎えた場合介護行為は終了し、制度とし
て介護サービスは終了することになるが、物理
的な内容として利用者自身の遺体および遺族は
残る。日本の介護関連の制度では遺体および遺
族に関してのサービスが無く、遺体に関しては、
真言宗や浄土宗といった仏教の宗派から考える
と通夜、告別式と一連の葬儀を行うことが一般
的である。その中で葬儀に関する実施主体（喪
主）に関しては、遺族の中の代表者（例えば、
配偶者や子ども）が行うことが、経験上では一
般的であり、遺族が存在し得ないもしくは、対
応できない場合は、生活保護法の葬祭扶助等に
よって、火葬されることが大多数である３）。火
葬後についても、遺骨が遺灰化するまで火葬す
るのではなく、収骨できるレベルであり、骨壺
に全部もしくは一部の遺骨を入れ、遺族に渡さ
れることや、無縁仏として寺院等に納められる。
遺族に遺骨が渡された際には、骨壺と一緒に
「埋葬許可書」が渡され、遺族が必要と考える
時期に遺骨は墓所に埋葬される、ないしは納骨
堂に安置されることになる。
さて本稿では、無縁仏として寺院等に納めら
れる場合を除いた、遺族に遺骨が渡される場合
を考えていくが、この死後の葬儀から埋葬、そ
の後の墓所管理、加えて多くの場合では年忌法
要の実施といった一連の流れを考えてみると、
生前中は介護サービスに伴う介護の社会化およ
び、地域包括ケアシステムが展開されることで
の地域および地域住民のつながりについて焦点
化されていた。しかし、死後に関してはこれら
から切り離されて、遺族が独自で葬儀から埋葬、
それに伴っての墓所管理等を実施していかなけ
ればならない。これらの流れは介護移住に関わ
らず展開されてきた内容である。
その中で、CCRC に伴う介護移住を行った場
合、地方から大都市に移住していた者が、かつ
て住んでいた地元に帰るということではなく、
新たに住みやすい土地を探して移住することが
少なからず存在する。つまり、宗教的な縁が無
い土地に移住することも大いにあり得ることで
あり、移住する際に検討しなければならないこ
と、および移住した家族（多くの場合は配偶者）
が死後になって対処を考えなければならないこ
とを、墓所管理に伴う永代墓維持の観点から示
すことが本稿執筆における研究の目的である。
その研究の目的の中で、本稿においては、移住
に伴い考慮するべき、従前からの墓をどのよう
に管理していくのかについて課題を導くととも
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に、解決のための方策を提示することまでを研
究の対象としたい。
特に本稿では、仏教の考え方を基本としてお
り、その中でも、「檀家」という用語が該当し
得る仏教（つまり新興宗教としての仏教を除く）
を対象として執筆する。
また本稿は、「介護移住と永代供養」という
命題を仏教社会福祉の観点から明らかにするた
めの基礎研究の１つとしての位置づけであり、
理論研究が主となる。仏教社会福祉の観点を端
的に論じれば、仏教の考え方を基に社会福祉の
課題を明らかにすることであるため、永代供養
といった仏教の課題と介護移住を連携させて考
えることは、仏教社会福祉に該当する。したがっ
て本稿執筆に関しては、必要とされる文献に関
しては、適切に引用元、参照元を明らかにする
ことが、本研究における倫理的配慮となる。そ
のため、歴史的文献を用いる場合、原則として
は旧字体で執筆するが、活字フォントが存在し
ない場合については新字体で記載する。また、
稿の中では適宜、地名を用いるが、都道府県お
よび市町村域までとし番地までは明らかにしな
いことを付記したい。加えて、一部で通信販売
に関する項目を執筆することになるが、その際
にはサイトの運営主体までを示し、特定の業者
や物品については伏せることとする。
加えて、用語の整理として「墓所」と「墓地」
という用語を使い分けるが、本稿では「墓所」
に関しては「個人が所有する墓および土地」で
あり、「墓地」に関しては「墓所が存在する物
理的な場所（例えば公園墓地）」を意味するも
のとする。ただし引用に関しては、その引用に
従うため、この限りではない。
３　現代の墓所管理
３.１　筆者が経験した墓所、墓石の販売―葬
儀との関連を踏まえて―
かつて筆者は、神奈川県川崎市、千葉県千葉
市、京都府京都市といった関東、関西の大都市
で暮らしており、その際にはテレビやラジオで、
公園墓地、納骨堂、墓石の販売を確認している。
また度々、業者から「お墓を買いませんか」と
電話で誘いを受けており、関東に居住していた
時は関東一円および静岡県といった地域への墓
所の紹介であり、関西の場合は、大阪府大阪市
における納骨堂の紹介であった。電話での勧誘
では、筆者の自宅のみを特定して販売するので
はなく、一軒一軒を電話で勧誘していく方法で
あることが予想できるし、大都市においては墓
所の問題が市井のレベルで課題となりつつある
ことを示唆するものであった４）。加えて、この
勧誘では当初から宗門、宗派を問わない公園墓
地のみならず、例えば浄土真宗、天台宗といっ
た特定の宗派の寺院で宗門、宗派問わずといっ
た形式で、墓所の売り出しをするということも
経験した。
また墓石に関しても、かつては公園墓地や寺
院と取引のある業者が半ば専売的に販売をして
いたが、最近では墓石が、インターネット型の
通信販売大手である「楽天市場」で販売される
といったように、販売に関しても門戸が開かれ
てきていることになる５）。
このような状況を検討していくと、かつての
日本では檀家制度があり、墓所に関しては本家
ならびに一族の墓が形成され、それが連綿と続
いてきた。しかしながら、檀家自体が少なくなっ
てきており、例えば戦後の集団就職で東京に出
てきた人々は、地元に戻ることなく、住み慣れ
た東京もしくは東京近郊の墓所や納骨堂に安置
されたいと考えても不思議ではない。このよう
に地元で埋葬される意思が無い人々は、大都市
で埋葬されることになるが、そこには檀家制度
に見られるような宗教的なつながりではなく、
何らかの方法を通じて墓所の営業があったから、
その墓所を購入していくことになろう６）。
３.２　檀家制度の役割と機能変化―永代墓地
の登場まで―
３.１で檀家について触れているが、檀家制度が
いつの段階から始まったのかについて、および
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役割について確認し、永代墓地（永代供養墓）
の登場までを論じたい。つまり、檀家制度が江
戸時代にある１６３８年の寺請制度から開始された
概念であり、地域と宗教を結び付ける存在であ
るが故、現代における地域と宗教の関係を検証
する上で必要と考えるためである。
中島（２００５：３６３７）は、檀家制度について
「檀家制度は財産やスポンサーを持たない小規
模寺院にとっては願ってもないことであった。
なぜなら幕府が信者を与えてくれたからである。
しかも、『宗門人別改帳』（当時の戸籍）には各
戸の宗旨と菩提寺（信者の帰属寺院）名が記載
されることになっていて、その内容を寺院に保
障させたのだ。このことは、寺院が政府機関の
末端として強い行政的権限が与えられたことを
意味する。……幕府は後に檀家による菩提寺へ
の定期的な参拝や布施を義務化したため、寺院
にとっては他へ絶対に移らない顧客を獲得し、
安定した財政基盤を得ることになった。お寺は
行政機関の仕事を肩代わりすることの見返りと
して収入の安定を得た」と論じている７）。もち
ろん、公的な制度としての寺請制度は１７８５年に
明治政府によって廃止されることになるが、２５０
年近くに亘って展開された寺請制度が朝令暮改
的に改まることはない。つまり、公的制度の形
は消えても、心的なつながりとして檀家制度が
残ったということである。
もちろん公的な寺請制度が廃止された直後に
ついては、江戸時代からの農村社会であり、土
地を媒介にした社会が形成されていた。しかし
時代を経て、明治時代中期以降に工業化社会が
形成されてくると、必ずしも先祖代々の土地で
暮らすことだけではなく、例えば首府である東
京府で暮らす者たちが出てきた。日本宗 學會・
編（１９２５：２３２４）は「今日迄移動常なき都會
の信徒が寺院と關係を結び來りたる所以は、單
に此の墓地があるが故であつたと云つても過言
ではないのである。…… に一の實例があ
る、……東京に於て屈指の大寺院の話である。
其の大寺院の境内は實に數千坪の廣大なもので、
其の一偶に三百坪程の不要の空き地があつて、……
信徒有志相図り此の土地を整理し、墓地となす
計畫と立て、其の筋の許可を得たのである。而
して此の土地を碁盤型に區劃し、各一劃を一坪
と定めるのである。……そこで此の一割を永代
墓地として、使用料一千圓にて貸與することに
決定した。所が忽ちに申込みは豫定數を超過す
るの有様で、立ち所に三十萬圓の金が出來るこ
とに成つた」と執筆している８）。つまり、当初
から江戸、東京に居住している者であれば、江
戸時代からの寺請制度により菩提寺が存在して
いるが、地方出身者には東京に於ける墓地が無
いことから、新たに大正時代になって寺院の敷
地を墓地として売り出したら盛況であったこと
になる。また当該引用には「永代墓地」という
文言が見られ、東京で墓所を構えることにより、
東京を子孫が住んでいく土地にしたいとする人
間が数多くいることを示しているとも捉えられ
る。ただし、この引用からは、永代墓地を得た
ものが一族の墓所として守り続けることには言
及されていない。地方都市では一族の墓地があ
り、家名や家紋が同じであることが見られるが、
当該引用に見られる貸与された永代墓地で一族
の墓を創ることができるかどうか不明なためで
ある９）。
しかしながら、一族の墓所でなくても各個人
もしくは家族としての墓所ができ、永代墓とな
るのであれば、江戸時代からの檀家制度が崩れ
たことを意味するとも捉えられる。このように
人口が大都市に人口が集中していくことは、引
用として用いた大正時代、昭和時代のみならず
現代においても、檀家制度が江戸時代のように
隆盛を再びふるうことはない。加えて、１　 つの
考え方として、檀家の機能的な弱体化は、檀家
寺院からの離脱を意味するものであり、結果と
して特定の信仰（宗門、宗派）に属さない者お
よび世帯が増加していったことになると考えら
れる。
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３.４　核家族化の進展と現代の墓所管理
明治時代以降の都市化の中で、一般的には大
都市を中心とした街づくりが行われてきており、
その中で首府である東京は、大都市の中心とも
いえた。その後、現代に至るまで東京は発展し
ていくことになるが、「東京一極集中」という
言葉があるように、東京に人口や社会資本が集
まる傾向がある。しかし東京に人口が集まると
いっても、地方に居住している一族がすべて東
京に出てくるというのではなく、一部の家族が
東京に出て暮らしていることが指摘できる。例
えば、盆の時期や年末年始にテレビやラジオの
ニュースで流れる高速道路や新幹線等の「帰省
ラッシュ」、「Ｕターンラッシュ」という用語が
それを示しているためである。このような背景
を踏まえると、東京で暮らしている世帯は定年
退職後に自らが出身した地方に戻るのかどうか
は不明であるが、３.１の経験を考え、墓地業者、
納骨堂業者におけるマーケットを考えると、東
京近郊で終末を迎える世帯が増加しているとも
考えられる。もちろん、これは京阪神やその他
の大都市でも、東京ほどではないにしても、類
似している状況であるともいえる。
かつての日本では、拡大家族の下でかつ兄弟
姉妹が数多くいるといった大家族で暮らしてい
たが、近年では核家族が構成され、場合によっ
ては夫婦２人だけで暮らす世帯、場合によって
は単身世帯が増加していると諸メディアで報じ
られている。もちろん夫婦２人で暮らす世帯に
は、ディンクス（Double Income No Kids）の
ように共働きも見られている。そのような夫婦
２人で暮らす世帯や、子どもがいる世帯でも一
人っ子世帯が増加している以上、人口減社会が
近い将来訪れることが予想できる。
ここで、３.１、３.２で示したように墓地の話題
について考えてみると、２
　
 つの論点が指摘でき
る。１
　
 つめは、人口過密のため大都市（特に東
京近郊）で、墓所が必要になってきていること
であり、２　 つめは大都市近郊に墓所を造った場
合、実質的な墓所管理者となり得る子どもを持
たない世帯が増加するために、将来的にその墓
所を管理する者がいなくなることが予想できる１０）。
これらの論点を言及していくと、大都市近郊
では墓所が必要になってくることが、人口増加
の観点からわかるが、例えば東京都心に墓所を
構える場合には、それなりの土地が必要であり、
加えて墓所参拝に関するアクセスの良さから、
かなりの費用が必要になる。したがって、３.１で
体験談から示しているとおりに、東京都心なら
びに近隣居住者としては、東京都心という場所
ではなく、関東一円ならびに静岡県といった、
普段の暮らしでは関わりの少ない土地の墓地を
見つけ、選んだ墓地の一角にある墓所を借り受
けて、墓所を管理していくことになる。補足す
れば、「お墓を買った」という表現は、寺院や
公園墓地の土地を買ったということではなく、
墓地を作り、維持する権利を遺族側の管理者が、
寺院や公園墓地に対して金銭を納めたことであ
り、これが永代墓（永代供養）の現代的な意味
となっている。したがって永年に亘って墓所が
存在するということではなく、遺族側の管理者
がいなくなった場合、寺院や公園墓地等にある
供養塔等に、特定の墓所に埋葬されている遺骨
が移されることで、永代供養の権利が新たに寺
院や公園墓地等から提供されることになる。特
に論点の２つめにあるように、少子化の進展は
国の税制や社会保障制度のみに影響するのでは
なく、ミクロ的な領域では、自らの墓所を誰が
維持するのかにも影響してくる。また仏教的な
年忌法要の観点を付記するのであれば、いわゆ
る一周忌から三十三回忌といった年忌法要があ
るから、永代墓の必要性を考えることができた
が、永代墓が無くなり、供養塔等に納骨された
場合、年忌法要が行われなくなることもあり得
る。もちろん全ての遺族が年忌法要を行ってい
るとは限らないが、故人を偲ぶ機会が薄れると
いった、広義の意味での家族機能の変化があり
得るし、墓地経営の観点からは供養塔等に関す
る管理費が納入されないことも考えられる。
先に２つめの論点を示すことになったが、１
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つめの論点を更に深めれば、普段の暮らしから
遠い土地で墓所を借り受けることは、墓参に訪
れる回数が減るということにもなる。つまり、
毎週、月命日といった月１回、盆正月、彼岸、
祥月命日といったように各種の頻度で墓所を訪
ねる機会が、墓所が近い場合には考えられるが、
墓所が遠い場合、毎週や月１回のペースで訪れ
ることは少なくなり、祥月命日、盆正月、彼岸
の計５回の中で、何回墓参することができるか
が現実的な選択となり得る。２　 つめの論点とも
リンクするが、将来的には、夫婦それぞれの両
親の墓所を訪れる場合では、アクセスおよび墓
所管理者の減少の観点から、祥月命日に訪れる
こと（夫の両親、妻の両親の計４回）が難しく
なり、２　 年に１回の墓参ということも考えられ
る１１）。
４　CCRC に代表される介護移住と墓所管理
４.１　介護移住に伴う墓所管理の困難さ
当該４で執筆する領域は、CCRC が構想段階
であるために、現時点で予想できる課題を示し
ている。したがって、今後の政策の展開次第に
よっては、課題が変化することもあり得るがい
ずれにしても墓所および永代供養に関しては、
CCRC 構想の対象外であるため、当該領域の政
策的変化は、皆無ないしは微少であると考えて
いる。
CCRC 構想に代表される介護移住では、必ず
しも代々伝わる墓所がある地域に移住するとは
限らない。したがって墓参に関しては、仮に群
馬県に墓所があり、介護移住先が愛媛県であっ
た場合、多くの場合は、松山空港から羽田空港
に空路移動し、そこからバスや新幹線等を用い
て墓所に行くことになる。東京近郊に居住して
いれば、東京駅か上野駅に出れば上越新幹線が
使えて、一定の期間で墓参ができていた状況が、
愛媛県に介護移住することによって松山羽田
といった空路が加わることで墓参が負担になる
可能性がある。これは移動に関しても労力がか
かる他に、移動費が余計にかかることになるた
めであり、墓参に関しては、東京近郊に居住し
ていた時よりも少なくなることが予想できる。
加えて、介護移住先で死去した後のことを考
えると、上述の２で示しているとおりに、死去
後に関しての選択は遺族に一任されている状況
である。大正時代を引用として本稿では挙げて
いるが、引用では首府である東京での永代墓地
の権利販売が隆盛を極めたとあるが、地方都市
において引用と同じように永代墓地の権利販売
が盛況になるとは限らない。もちろん、上述の
ように従来からの群馬県の墓所に埋葬するとい
う選択肢もあるが、単純に老夫婦のいずれかが
死去し、愛媛県から群馬県に埋葬のために移動
し、また愛媛県に戻ってくるということは身体
的に困難であるケースも充分に考えられる。そ
の際には、愛媛県に埋葬されるか、一方で近親
者の近くの墓所や納骨堂を新たに権利購入する
かという方法が現実として採り上げられる。こ
の場合は、直系家族としての墓が維持できない
ということになるため、実質的に管理ができな
い墓所が増加していくことも指摘できる。加え
て介護移住先で埋葬される場合に、誰が墓所を
管理するのかについても考慮しなければならな
い。
４.２　遺族による墓所管理ができない場合に
おける墓地への影響
ここで管理ができない墓所が増加した場合の
課題について考えてみたい。墓地にある墓所は、
大多数の場合で管理組合がある。管理組合があ
るということは、１　 つの家族のために墓地があ
り、かつ墓所が１基のみ存在するのではなく、
複数の世帯が１つの墓地を利用し、それぞれに
墓所を建立している。したがって、単純に示せ
ば、世帯の数だけ墓所があることがわかる。管
理のできない墓所が増えた場合、墓地において
雑草や樹木の伐採ができないし、墓石が風雨に
よって倒壊していたとしても直す者がいない。
１
　
 つの墓所で、１
　
 つの世帯だけに影響があるの
であれば、その世帯における問題に帰結してい
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くが、墓地には様々な世帯の墓所があるため、
例えば雑草や樹木によって、自分の家の墓所に
たどり着けないことや、スズメバチが巣を作っ
ていて、ハチに威嚇されるといったこともあり
得る。しかしながら、管理組合としては原因と
なる墓所の管理者である遺族に連絡することは
できても、管理組合が自主的かつ独自に墓地お
よび墓所の整理をすることは、権利を販売した
永代墓といった性格から難しい。したがって、
墓所が管理できない場合の管理組合の立ち入り
管理を認めるといった特記事項としての契約が
為されていない限り、時間のみが経過し、問題
の解決には至らず、雑草や樹木の生長によって
状況が悪化していくことになる。つまり墓地は、
１　 世帯のみが利用できるという施設ではなく公
器であり、宗門、宗派といった条件が無く、か
つ墓地のキャパシティに余裕があれば、どの世
帯でも利用できる、いわば社会資源としての位
置づけになる。
ここで上述した「墓地が社会資源」という概
念について、本稿で使用した目的について補足
したい。社会資源という概念には様々な内容が
あり、「墓地は遺族のみが利用できる（遺族の
みがストックホルダー）」という考え方も存在
する。しかしながら、老病死は誰にでも訪れる
概念であり、地域に住む者もいずれは墓地を利
用することも指摘しなければならない。その概
念を持つと、墓地は地域に開かれた公器であり、
「墓地の利用者は当該地域に縁がある人々（地
域住民がステークホルダー）」ということにな
る。
本稿において、墓地は社会資源であるという
考え方を採用しているのは、永代墓であっても
墓地全体が、既に納骨済みの遺族のみに限定す
るのではなく、墓地全体のキャパシティに余裕
がある場合には、新たに永代墓の受け入れを認
めるが故に、墓地の利用者は、ステークホルダー
である地域住民であるという視点があるためで
ある。
４.３　離れた墓所を管理するための対応策
直前に「墓地が社会資源である」という理由
を挟んだが、社会資源であるが故に墓地に関し
ては、墓地および墓所の利用者（遺族）が管理
することが求められる。しかしながら、上述し
た理由のように遺族側の何らかの影響で墓所が
管理できないといったことが指摘できるが、こ
れらを解決するための対応策として、大別して
２つが提示できる。
１つめは、改葬という考え方である。改葬は、
墓地を所在する地域の市町村長と管理する寺院
や管理組合の許可を得て、現在埋葬されている
墓所を掘り起こし、新たな墓地に埋葬するとい
う方法である。しかし、新たに埋葬をする場合
であっても、新しい墓地が位置する地域におけ
る市町村長の埋葬許可を得る他、墓地の管理者
である管理組合や寺院の許可を得る必要がある。
したがって、手続きが複雑であるという問題が
あるが、これの他に「人間関係の問題」および
「スピリチュアルな領域での課題」が生じる。
つまり、従来の墓地における管理組合や寺院と
の関係が壊れることや、新たに墓所を媒介とし
た関係を築くことができるのかという恐れが、
人間関係の課題となる。
加えてスピリチュアルな領域では、改葬をす
ることによって、仏罰や祟りが遺族や管理組合
および寺院といった関係者に降りかかることは
ないかという疑問に、遺族側、管理組合および
寺院のいずれもが正確かつ確実に答えることが
できないことも挙げられる１２）。その場合、改葬
せずに、同じ墓所にて対処する方法も必要になっ
てくる。
改葬せずに同じ墓所にて対処するための方法
として、現時点での研究の成果につながること
になるが、２
　
 つめに、各種事業所における墓参
代行サービスの利用が該当する。これは民間事
業所、社会福祉協議会、シルバー人材センター
等が、遠距離で墓参することができない、高齢
のため墓参することができないといった様々な
理由で墓参が難しい遺族や関係者に向けて、墓
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所の維持管理を行うサービスである。もちろん
現時点では CCRC 構想に伴う介護移住が全国的
に機能していないため、利用でき得るサービス
として挙げるまでにとどめたい。
その中で本稿では、鹿児島県にある社会福祉
法人姶良市社会福祉協議会の墓守サービスに関
して、写真を１枚示し、当該サービスの現状に
ついて示したい。なお、この現状については２０１６
年８月２５日に当該サービスの見学に訪れた際、
事業概要として説明を受けた内容をベースとし
ている。
写真１に示した墓守サービスでは、２
　
 名の職
員が定期的（週１回、隔週、月１回、盆彼岸、
盆正月、盆正月彼岸から選択）に墓所を訪れ、
墓所を清掃し、契約により生花等を供えるサー
ビスである。写真を見るとわかるように、墓守
サービスを実践している墓所は、雑草が無く、
墓石も美しく保たれている。一方、当該墓所の
周りについては、雑草が生い茂り、墓石に苔が
生えるといったことで、墓所周りが荒れている
ことを確認することができる。
ただし、当該サービスは社会福祉協議会が事
業として展開しているため、少なからず費用が
掛かってくる（一例として、訪問日の２０１６年８
月２５日現在では、週１回のサービス利用かつシ
バ・ヒバの供えで３５,３３０円／年、生花を週１回
のサービスで備えると１０９,４８０円／年）ため、金
銭的な負担が大きくサービスが利用できない場
合がある。加えて写真撮影時点のサービスで備
えることができる内容として、「シバ・ヒバ」、
「榊」および生花となるために仏教墓、神道墓
を対象としているが、場合によっては宗門、宗
派によっては利用できない場合がある。
しかしながら費用の問題、宗門、宗派の問題
といった様々な条件を満たすことができれば、
墓守サービスを利用することで、遠距離もしく
は加齢に伴う能力の低下に帰結する墓所の維持、
管理の困難さは解決することも可能である１３）。
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（写真１）姶良市社会福祉協議会における墓守サービス
（２０１６年８月２５日撮影：家名、戒名、墓碑等の個別情報は画像加工し、伏せている）
５　本稿の結論および今後の課題
現世に生を受けた以上、死を迎えることは不
可避である。その過程で、老病死の苦は高齢期
に、介護といった課題で関係することも多い。
その個人単位での苦は、死を除いて、介護保険
制度などの福祉サービスの拡充により、専門的
援助として対応することが可能になっている。
しかし専門的援助の適切な遂行は、需要と供給
のバランスが取れている段階（ヒト、モノ、カ
ネ、トキ）で行われるのであり、段階の世代が
後期高齢者になる２０２５年、あるいはそれ以降の
急速に要介護高齢者の増加が見込まれる状況で
は、需要と供給のバランスが取れるとは言い難
い。加えて、東京を中心とする大都市集中型の
人口バランスでは高齢者の数も大都市中心であ
り、人口減社会の日本では大都市における介護
マンパワーの確保が難しい。そのため大都市か
ら CCRC 構想の下で介護移住するのは、あくま
で自由意思に基づいてということになるが、論
理的に整合している内容である。しかし、この
移住に関しては定年退職後の単身者もしくは夫
婦世帯が現実的な対象者となるため、介護移住
政策の中に墓所や墓地管理を取り上げてはいな
い。つまり、大都市、例えば東京居住者の場合、
関東近郊にある墓所をどのように維持、管理し
ていくかが、移住後における課題になり得る。
これは、本稿を執筆していくことによって明ら
かになった課題であり、この課題は本稿におけ
る結論に該当する。
加えて、本稿では課題を解決するための原因
追求および課題の解決策を提示するため、檀家
制度の変遷から大都市居住者が自らの一族のルー
ツとなる土地に、墓地ないしは墓所を維持する
という拘りが無くなっていることを示した。そ
の土地での寺院との関わりは薄れていると捉え
られるが、例えば仏教の宗派によっては一周忌
から三十三回忌法要あるいはそれ以上の法要が
あることから、新たに埋葬した場所での墓所の
維持管理（永代墓）が従前より行われてきた。
１　 つの見方をすれば、この年忌法要によって、
遺族が故人を偲び、永代墓が維持されてきたと
もいえる。しかし介護移住をした場合、本稿に
も示している通り、必ずしも墓所がある土地に
移住するとは限らないため、墓所の維持管理が
難しくなることが今後あり得ると指摘せざるを
得ない。その結果、墓参に関わる移動の手間、
および加齢に伴う能力の低下で、墓参が困難に
なり、墓所が維持、管理できないという問題に
直面することになる。これらの問題は、墓地が
１つの世帯によって独占的に使われるのではな
く、複数の世帯に開かれた社会資源として墓地
が位置づけられることになるため、１
　
 つの世帯
で墓所の維持管理ができなくなることは、他の
世帯に悪い影響（雑草、倒壊等）を及ぼすこと
になるため、当該墓地を利用している遺族によ
る何らかの対処が必要になるし、実際に対処し
なければならない。
当該問題の解決のためには、一族の永代墓か
ら新しい墓所や供養塔等への改葬、もしくは
「墓守サービス」に代表される墓参代行サービ
スを利用することが選択肢として挙げられるこ
とを、本稿では示した。改葬、墓参代行サービ
スは、家族（遺族）が持つ先祖を敬い、祀ると
いう祭祀的な機能のみならず、社会資源として
の墓地を維持するために、介護移住のみならず
今後の人口減社会では考慮すべき領域である。
特に、墓参代行サービスは註９、１０で示してい
るが、現在のサービス利用は、いわば「拡大家
族によるサービス利用」という形で運用されて
いるが、今後は「核家族にともなう家族機能の
低下によるサービス利用」が進んでいくことが
指摘できる。したがって、本稿を通じて新たな
研究課題を見つけることができ、「介護移住と
永代供養」といった当初の命題を明らかにする
ために、「介護移住に伴っての埋葬地の選択」、
「改葬、墓地管理における遺族と寺院および管
理組合の役割」、「墓参代行サービスにおける家
族機能」といった領域を加え、仏教社会福祉の
観点から研究を深化させる所存である。さらに
研究の新たな課題として、昨今では「自然葬」
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の名目にあるように、墓所を設けずに、共同で
墓所を管理する方式も存在していることもわかっ
た。本稿では、自然葬については触れなかった
が、当該領域についても、改葬、墓参代行サー
ビスの研究に関連させていく予定である。
（追記）
本稿執筆に関する取材に関して、「墓守サービス」
の見学、および当該サービスの掲載（事業概要および
写真）を許可してくださった社会福祉法人姶良市社会
福祉協議会の皆様に記して謝意を表したい。
註
１） 男女ともに更年期を過ぎた年齢であり、次世代
を産み、育てることはできない状況である。した
がって、人口が増えたといっても大都市から十数
年といった長期に亘って介護移住者が無ければ、
結果として地方都市は人口減となる。したがって
本稿では人口増加は一時的であるとした。
２） 詳しくは、佐々木隆夫（２０１６）「高齢者福祉制
度および地域に関する時系列変化からの日本版 
CCRC の妥当性」『長崎国際大学論叢』１６、１２３
１３６を参照されたい。
３） 遺族の有無にかかわらず、一部の地域では土葬
が存在するが、宗門、宗派を問わず圧倒的に火葬
が主流であるためこのような書き方をしている。
４） あくまで筆者の経験に基づく内容であり、具体
的な調査を行っているわけではない。
５） 墓石のみならず、骨壺についても楽天市場にお
いて通信販売がなされている。骨壺、墓石の販売
に関して、検索サイトで「楽天　骨壺」や「楽
天　墓石」と検索すれば相当の数が提示される（２０１６
年１０月１０日確認）。
６） 年忌法要に関しては、遺族の故人に対する思い
の部分で実行の有無が判断できるが、遺骨を埋葬
せずに陸上に遺骨を遺棄することは「死体遺棄」
に抵触し得る（死体等遺棄罪（刑法１９０条）と墓
地・埋葬等に関する法律（墓埋法））ために、墓
所への埋葬もしくは、然るべき宗教施設への納骨
の必要性がある。
７） 中島隆信（２００５）『お寺の経済学』東洋経済新
報社、３６３７を引用した。引用で「檀家による菩
提寺への定期的な参拝や布施を義務化」と示して
おり、加えて同書５１頁では「御条目宗門檀那請合
之掟」という幕府が発布したとされる法令がある
としている。ただし、中島は当該法令について、
幕府による提示が正しいという確固たる整合性を
示しておらず、石田瑞麿（２００４）『日本仏教史』、
岩波全書による見解「当該法令は偽である」とい
うことも併せて提示している（２０１６年１０月２９日、
石田瑞麿（２００４）『日本仏教史』、岩波全書、２６４
にて石田の主張を確認した）。本稿では、この法
令の整合性には言及しないため、中島の見解を引
用の通りに採用する。
８） 日本宗 學會・編（１９２５）『現代寺院經營法』
日本宗 學會、２３２４を引用した。引用中の「坪」
については、旧字体（右側の平における点の向き
が外向き：下側が広い）が無かったため、新字体
で記載している。
９） 実際に２０１６年８月２５日に鹿児島県姶良市にある
社会福祉法人姶良市社会福祉協議会の「墓守サー
ビス」業務を見学した際、特定の墓所は家名や家
紋が同じという一族の墓所と予想できる墓地が
あった。同会からは、同会の墓守サービスの活動
についての実名使用許可を同日に同会事務局長よ
り得ているが、墓所位置の特定、家名、戒名、家
紋については呈示許可を得ていないため、本稿で
は伏せることとする。したがって、稿中の（写真
１）は、写真掲載の許可はあるが、上記の家名、
戒名等の呈示許可がなく、画像加工をし、特定で
きないようにすることが掲載条件となっている。
また、墓守サービスについては、本稿の一部で紹
介として執筆するが、詳細については稿を改めて
執筆することとする。
１０） これらの視点の他に、人口が大都市に集中する
ことによって、出身地である地方の墓所の管理が
難しくなる問題（高齢化および人口減によって墓
所管理ができない）も考えられる。しかし本稿で
は、大都市における墓所問題に特化したいため、
指摘した項目については別稿にて執筆したい。
１１） 一方で星野（２０１４：１７４）は、「明治から続いた
墓敬称スタイルとは、父系の墓の存続であり、長
男による単独相続である」といった観点を提示し
ている。しかし、星野の論点は一族としての墓で
あり、核家族が多くなってからは、一族の墓と家
族の墓は一致しないこともあり得る。星野の論点
については、星野智子（２０１４）「第１２章　死期・お
墓に関する法制度」神尾真知子・古橋エツ子・編
『Next 教科書シリーズ　社会保障』、弘文堂、１６７
１８０を参照されたい。
１２） 傍証としての位置づけになるが、当該課題は、
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２０１６年１０月に行われた日本仏教社会福祉学会第５０
回記念大会（立正大学）で、研究発表「介護移住
に伴う埋葬および永代供養の課題―墓所経営を視
点とした理論的考察―」をした後に仏教系大学の
理事長であり寺院住職の先生との対話の中で示さ
れた内容であり、今後、正式に調査を行う際に設
問として検討しなければならない。目に見える、
音に聞こえるという領域ではないために、関係者
全てが不安に思うのは当然ではないかと考えてい
る。なお当該発表後に墓所、墓地の区別について
検討の余地があったため、本稿では「２　研究の
目的」で示している通り、用語の整理を行ってい
る。
１３） 姶良市社会福祉協議会の墓守サービスは、現在
のところは、姶良市出身者が大都市に出て、姶良
市に戻ってくることができない場合、もしくは加
齢に伴う能力の低下で墓所の管理が難しくなった
者が利用している。したがって、現時点では介護
移住者が墓守サービスを利用するということでは
ないが、将来的な業務には当該移住者も使うこと
が予想できるため、本サービスを紹介している。 
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